
現代社会文化研究 No.46 2009年 12月

中国の財政改革と地方財政の変容
―長春市を中心として、1 9 8 4～ 2 0 0 7―

舒 瑾

Abstrat:t

Between1984and2007years,ChinalsrlSCalandtaxationsystem carriedoutaseriesof

majorSystemreformandinnovation.achievedaseriesofhistoricbreakthroughsaccordingto

theorderofbuildingandimprovingthesocialistmarketeconomicsystem･Especiallythetax

sharingreformin1994embarkedChina'sfinancialreformanddevelopmentonastandardized

track.lnthispaper､Iresearchedandevaluatedthesocialsecuritysystemundertheguidance

of-goヽ一ernmentthroughtheanalysisoftheChangchunmunicipalgo､′ernment､sre､･･enueand

expenditurechangesaRerthetaxsharingreformin1994.

キーワー ト･--地方財政 財政改革 ｢財政請負制｣ 分税制改革 財政移転支出

はじめに

中国の地方財政は計画経済期､市場経済転換期を経て数回の変遷を経験 してきた｡改革開放

初期に採 られた ｢財政請負｣制は各地方の発展インセンティブを活用 し､地域の改革開放に貢

献 したが､その 一方で､中央財政の脚窮を招いたOその後､｢分税制｣は当初地方財政の破壊を

招き､地方政府財政が深刻な歳人不足に陥った｡中央政府は教育､ 医療 ･衛牛､社会保障 ･福

祉など同民生活に密接に関連する行政分野で思い切った移転支出制度拡大に乗 り‡lJ.した｡

それを前歴 として､本論文は､市場メカニズムの導入による経済改革を財政の側面か らとら

え､1978年以降の財政改革､とりわけ 1994年分税制改革以降の変化に注 目し､財政収入と支

出の変化に伴 う政府の役割の転換を分析するO第 1に､従来の基本建設投資の中心とする財政

支出構造が徐々に文化教育衛生事業及び社会基盤整備を中心とする新たな財政支出構造-転換

していく過程を考察する｡第 2に､改革開放以降の財政改革の変遷を巡 りなが ら､地域の 一事

例として､東北地方の政治 ･経済 ･文化の中心地､吉林省の省都である長春市の財政の構築過

程を分析するOその際､政府支出の変化に伴 う地方政府役割転換の実態を焦点とする0

本論文の構成は以下の通 りである0第 ま章では､中国地方行財政構成を概観 し､中央 ･地方

政府間の財政関係を考察するO第 2牽では､改革開放以降の財政改革と財政システムの転換に

ついて考察する0第 3章では､長春市社会保障財政の構図を概観 し､財政改革の実施によって
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得 られた様々な成果を評価 しつつ､その特質 ･限界について考察するO

!.中国地方行財政制度の概里

(!)中国地方政府の機構

2008年現在､中国の地方政府i)は､省 ｡直轄市扱 く22省 5自治区 4直轄市)､ 省 の下の地区

級 (236市)､地区級の 卜の県級 (2,109闇休､うち 427が県練 直)､県級の 卜の郷 ･鎮 組 (44,741

用休､ うち 19,184郷 ･鎮) とい う4層から成ってお り (図 1)､それぞれ独 f̀1の役割をもって

い るO地方財政の財政は､その中心である一般会計 (予算内資金会計)の勉に予算外資金会計

の､地 )j財政U.) ･翻/J)であるO

隣 呈 中国地方政府の階層構成

洩所 :季 薄 圭 編 『 中 国 政 府間財政関係図解』2006年版 中国財政経済I出版社 L‖ペ-ジO

(二)}地方政府の権限と市務

丑993年 12月 15円､国務院が ｢分税制財政管理体制の実行に関する決定｣を公表 した O こ こ

で､地方政府の権限と事務が改定されたOすなわち ･万で､中央財政は圭に同家の安令 ､ 外 交

及び中央国家機関の運営経費並びに国民経済構造の調整､地区発展の協調及びマクロ経済管理

に必要な支出及び中央直轄事業の発展の支出を負担するO他方で､地方財政は主に当該地方の

党政機関の運営経費並びに当該地方の経済及び事業の発展に必要な支出を負担することになっ

た｡それを整理すれば､表 lようになるLn

-36-



現代社会文化研究No.46 2009年 12月

表 1 中央 と地 方政府の財政 支出の 区分

国防費､武装瞥寮費､外 交 と対外援助費 ､ 中央部 門の行政管理費､中央統

括基本建設投資､中央所属企 業 の技術 開発研 究 と新製 品試作費､地質調査

中央財政支出 費､中央負担の農業支援支出､中央負担の国内外債務の元利返済支出､中

央負担の公安 .検察 .司法機関行政管理費と文化､教育､衛生､科学など

の事業費支出

地方政府の行政管理費､公安 .検察 .司法機関支出､一部の武装督寮費､

地方財政支出 民兵事業費､地方統括の基本建設投資､地方企業の技術開発研究 と試作費､

農業支援支出､都市維持建設費､地方文化､教育､衛生などの事業費支出

出所 :李韓主編 『中国政府間財政関係図解』2006年版 中国財政経済出版社 22ページ

ここでも明らかなように､地方政府が公共管理及び安全 (警察､経済警察権能など)のほか､

国民の生活に直接関わる各種の社会サービス (教育､医療衛生､社会保障など)の支出に関す

る責任を負 うことになったOそのさい中央財政は補助金を通 じて関与することになった｡.

中岡のように広くて貧困格差が人きい国では､政策を全[:t]-一律に及ぼすことは難 しいO もと

もと各層間の財源の分け方が地)j政府によって異なっているO各層政府の財力がまちまちなの

であるから､事務の枇分も全円 一律に決めにくいOまた各層の事務負担の軽蚤も全国 一元でな

いから､財務の分け方も全国--棒には決め難いO これは､中央地方政府間財政関係に大きな問

題をもたらしている亡

(:))申党 t地方財丑の概観

1994年の分税制改革の目的の 一つは財政詣負制とともに滅少 してきた中火政府の税収割 合

を高めることにあった019卯 年から 1997年まで､中央税収の増加は緩やかであったo Lか し

その後､1998年以降中央政府が国税徴収の強化､利子所得税の中央税化､企業所得税を企業の

所管関係による配分から共有税-の変更､地方税であった個人所得税の共有化 (いずれも2002

年)とい う一連の措置によって､財政収入規模が急増 した (表 l)｡そして､中央と地方の財政

収入割合は 1994年から実施された分税制でr巨史のシェアが 一気に回復 して以降､およそ 55対

45で安定的に推移 している.それに対して､支出シェアは中央 :地方-33:67程度で推移 して

いる (表 2)｡人掴みに言えば､収入 ･支I'IJ.ベ一･一スのシ:I_アの差分が中央から地方への移転支出

とい うことになるL,
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羨 望 中央 と地方財政収入 とその割合

単位 :億元

年 度 財 政 収 入 割 合 (≠)中 央 地 方 中 央 地 方

1978 1132.26 175.77 956.49 15.52 84.48

1980 1159.93 284_45 875,48 24.52 75_48

1985 2004ー82 769.63 1235-19 38_39 61.61

1990 2937_1 992.42 1944ー68 33.79 66.21

1991 3149_48 938.25 2211ー23 29_79 70_21

1992 3483.37 979.51 2503ー86 28.12 71.88

1993 4348,95 957.51 3391_44 22.02 77.98

1994 5218t1 2906_5 2311.6 55.70 44.30

1995 6242_2 3256_62 2985.58 52_17 47.83

1996 7407_99 3661_07 3746.92 49_42 50.58

1997 8651ー14 4226_92 4424.22 48_90 51.10

1998 9875ー95 4892 4983ー95 49_50 50ー50

1999 11444.08 5849†21 5594.87 5l.10 48_90

2000 13395ー23 6989.17 6406ー06 52_20 47_80

2001 16386.04 8582ー74 7803.3 52_40 47.60

2002 18903_64 10388.64 8515 54_96 45.04

2003 21715_25 11865.27 9849ー98 54.64 45ー36

2004 26396.47 14503.1 11893_37 54.94 45ー06

2005 31649.29 16548.53 15100t76 52.29 47ー71

2006 38760.2 20456.62 18303_58 52.78 47.22

2007 51321,78 27749.16 23572.62 54.10 45_90

出所 :中国国家統計局編 『中国財政年鑑 2008』中国統計出版社 (電子版)
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表 3 中央 と地方財政支出とその割合

単位 :億元

財 政 支 出 朝 食%

年 度 中 央 地 方 中 央 地 方

1978 1122ー09 532.12 589.97 47.42 52.58

1980 1228.83 666.81 562†02 54.26 45.74

1985 2004.25 795.25 1209.00 39.68 60.32
1990 3083.59 1004.47 2079.12 32.57 67.43
1991 3386ー62 logo.81 2295.81 32.21 67.79
1992 3742.20 1170.44 2571.76 31.28 68.72
1993 4642.30 1312.06 3330.24 28.26 71.74
1994 5792.62 1754.43 4038.19 30_29 69.71
1995 6823.72 1995.39 482臥33 29.24 70.76
1996 7937_55 2151.27 5786.28 27.10 72.90
1997 9233ー56 2532.50 6701ー06 27.43 7257
1998 10798.18 3125.60 7672-58 28.95 71.05
1999 13187.67 4152.33 9035-34 31.49 68.51
2000 15886.50 5519_85 10366.65 34.70 65.30
2001 18902.58 5768ー02 13134.56 30.50 69.50
2002 22053ー15 6771t70 15281.45 30.71 69.29
2003 24649.95 7420tlO 17229.85 30_10 69.90

2004 28486,89 7894.08 20592.81 27.71 72十29
2005 33930,28 8775.97 2515431 25ー86 74.14
2006 40422.73 9991.40 30431.33 24.72 75十28
2007 49781.35 11442.06 38339.29 23.00 77.00

出所 : 中 【1帥q家統計局編 『中匝川す政年鑑 2008』中岡統計出版社 (竃.7-版)

中央 ･地方の財政支出を内訳別に見たのが図 2であるL, 文教､衛生､社会保障 ･福祉など､

同比生活に密接に閲わる価域で割合が高いL,つま り､この雨において､中岡は tj本など先進諸

岡に近づいたことになる｡

中国の地方財政調整水準はまだ低い状態であるO 日本 と違い､-人当た りの所得水準によっ

て､中央政府の支出が違 うO 支出額で見ても文教､衛生や社会保障 .福祉は地方政府の歳出全

体の約 1/3を責めているO 地方政府が十分な財源を得 られないまま､国民生活に関わる重い役

割を負わされていることは､中国の地方格差､国民の生活格差を拡大する結果に繋がっている｡
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表 4 2008年中央 ･地方財政支LLH~巨か真卜l

単位 :億 元

∵文 吊 項 目 国 家 財 政~支 出 割 合 %
中央 地 方 中央 地 力~

合計 49781.35 11442.06 38339.29 23.0% 77,0%

一般公 共支 出 8514.24 2160.17 6354.07 25.4% 74,6,i

外交 .対外援助 215.28 213.78 1.50 99.3% 0_7%

防衛 3554_91 3482.32 72.59 98.0% 2†0%

警察安食 3486.16 607,83 2878.33 17.4% 82.6%

教 育 7122.32 395.26 6727.06 5.5% 94.5%

科 学接 木 1783.04 924,60 85臥44 51ー9% 48.1%

文化 ー体 育 .メディア 898.64 127.21 771,43 14.2% 85.8㌔

社会保 障 -就 業 5447,16 342.63 5104.53 6ー3% 93†7%

医療衛生 1989,96 34_21 1955.75 ー_7% 98.3%

環境保護 995.82 34.59 961.23 3_5% 96.5%

都 市建設維 持 3244.69 6.20 3238.49 0.2% 99_8%

農 業 3404,70 313.70 3091.00 9_2% 90.8%

交通運送 1915.38 782.25 1133.13 40,8% 59.2%

凍上業 .金 融 4257.49 1442.45 2815,04 33★9% 66ー1%

出所 :中国国家統 計局編 『中国財政年鑑 2008』 中国統計出版 社 (電 目板)

∴ 財政改.串と財政システムの亨云換

(H 計画経済期の財政体制

1950年代以降 1978年の改革開放開始まで､計画経済期における中桂川オ政は高度中央集権休

制下 に あった (r中央 統収 ･統支｣財政体制)O全ての政府収入は中央政府 に帰属するものと観

念 され ､地方政府の予算 も中央が重点支出の指令 とともに認可 したO歳入の実際の徴収は地方

政府の任務であったため､実際の流れは中央 ･地方政府間の移転支出を挟んで決まった｡すな

わち､豊かな地方は徴収 した収入から中央の認 可した支出 予算額を差 し引いた残 りを 卜納 し(堰

入U.)約 8割)､貧 しい地方は徴収 した収入が認LJTを受けた支出 予算に満たない不足額 (支出の

した所得平準化制度にも見えるが､ 日本の地方交付税制度の ｢義準財政需要額｣のような明確

な算定基準､は存在せず､移転支出額は中央 と各省の問の ｢交渉｣により決まった2)O

旧ソ連をはじめ諸外国の財政制度を参考 した計画経済財政制度時代の歳入には一つ特徴があ

ったOすなわち､税は当時から存在 したが､税 目が少なく､歳入の過半は国有企業の利潤又は

(農腫物等の)買い入れ価格 と払い.LtJ.し価格差によって占められていた,_指令経済 卜の桐定価

格､投入 ･算出計【帖 こより国有企業の利潤は l二納により政府に唄い 卜げられ､当時の箪 仁業傾

斜路線に従って多 くが再びTflL_l工業建設に投入されていた｡

中央政府 と地方政府の権限分馨は､国防､経済発展､産業政策及び司法管理などの国家機関

は中央政府がill.1L､教育､医療保険､社会保障､住宅など住民の H常 生活にかかわる社会サ
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- ビスや 公共管理は地方政府が担当していた｡だが､往昔に閑しても政策はすべからく中央が

定め､給与､養老金など社会福利､教育や医療の基準など全て中東の定めるところに従ったQ

この意味で､この時代の地方政府は中央政府の代理機構に過ぎなかった｡

(二) 市場経済化へ転換後の財政仏制

1)80年代財政改革- ｢財政請負制 (包干)｣の導入

1978年に改革開放 (市場経済化)が始まったことにより､郷鎮企業も.含めた非Ii吊[企業が出

現 して競争が導入され､価格 ･数値を政府が統制する従来の仕組みは弛み始めたO歳入の中心

を占めていた国有企業の利潤 も急減 し､経済体制移行の過程で深刻な財政難に直面 した｡ 中国

政府は 1980年､85年､88年の 二回にわたって地方財政制度の改革を試みた｡ :_回の改革Iで導

入された制度は地方によっても異なるので難解であるが､共通する特徴が二点あったO

第 1は ｢財政請負制 (包干)｣の導入であるO地方の ｢上納｣急減に直面 した中央財政が､地

)j政府にインセンチ .イブを与えて ｢上納J 意欲を高めようとした什組みであるL,同時期に国有

企業でも採用された ｢請負制｣ と同根の発想に出たものであ り､地方政府 も国有企業 と同様､

中央政府から ｢請け負った｣ 目標収入を超 える歳入は手元に留保できるようになった｡ 中央 と

地方のおおよその取 り分は､主たる財源を提供する国有企業ごとにその ｢~隷属関係｣(【巨央直轄

企業か地方直轄企業か)を勘案 し､すべてを合算 して決められた｡

第 2の特徴は権限の下故である｡財政負担に耐えかねた中央政府は事務 ･権限も省級以下の

地方政府に下放 しているo国土が広大で国情 も多様な中国は､経済政策の様々な局面で ｢分権｣

的な政策を採用 してきたが､財政制度に見 られる ｢分権｣的性格は第 2の財政謂負制か ら始ま

ったのであるO

中央収入の急減は地方向け移転支出も急減 させ ることにな り､地方政府の全支出について中

央が財源の責任を負 う ｢中央統収 ･統菜｣の建前は公式に幕を閉じたO移転支出期の弱体化は

貧 しい地jjにとって大きな打撃であり､中国の地域格差の拡人に拍 車をかけたが､その同時に

(特に豊かな地)Jにとって)歳入面における財政 針主権の拡大を意味 したLlこの結果､中岡の

政府総支出に占める地方支出の割 合は 1980年の45%か ら90年代半ばには 7(1%程度にまで高まっ

たO財政請負制の実施を中心としたとした一連の改革のよって､地方政府の権限と財源が大幅

に強化 されたことは､地域経済活性化の起爆剤 となった3)0

2)90年代財政改革一分税制の導入

1980年代の中央財政収入の低下は､中央政府の極度の財政難を招いたのみならず､政府がマ

クロ経済を調整する機能を うしなわせたOまた､地域格差が大きい中国の統一を維持す るため

には中央が地方に財政資金移転を行 う必要があるo Lか し､中央にその余力がなくなって しま

った事実は無視できないことであった.
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この事態を抜本 的 に打開す るために､中国政府は 1993年末､中央 ･地方政府の収入 区分方法

を根本的に改め る重大な改革､分税制度 を導入 し､首2月 旦5E3､国務院は ｢分税制財政管理体

制の実施 に関す る決定｣を公布 した4㌔ す なわち､従来のよ うに中央政府が税 を地方政府に徴

収 させ､中央政府 に帰属す る税､ 中東 と地方が共同で享受す る税､地方政府 に帰属す る税に区

分 (表 中央 と地 方政府の財政支L出の区分) し､かつ､tf】央政府に帰属する税及 び 中 央 ･ 地 jj

共同軍有の税を徴収するために､国家税務局の新たな体制を創設 したのである0 分 税 制 改 革の

内容は､財制管理休制改革と税制改 ･LY;･とい う2つの部分に分け られ るL,

財政管用圧机刈改革の主な内容は､①中央政府 と地)j政府の 事務/))配 と日付七支出 の区分が前述

のよ うに新たに規定された｡② 中央政府 と地方政府の収 入の区分が長のように新たに規定 され

た｡

表 5 中央政府と地方政府の収 入の区分

中央固定収入 中央 .地方共通配分収入 地方榊定収入

閑税､税関が代理徴収す る消 増値税､資源税と証券取引税O 営葉税 (鉄道部門 .各銀行本

資税 と増値税､消費税､鉄道 増値税が中央 75%､地方 25% 社 .各保険本社が集 中的に上

部門 .各銀行本社 .各保 険会 の比率で配分され る¢ 中央 . 納す る営業税 を除 く)､他方政

社等が集 中的に上納す る収入 地方共通配分範囲内企業所得 府所属企業の上納利潤､都市

(営業税､所得税､利潤 と都 税と個人所得税が中央 60%､ 土地使用税､都市維持建設税

車維持建設税を含む)､中央 . 地方 購%の比率で配分 され (鉄道部門 .各銀行本社 .令

地方共通配分範囲内中央所属 るo資線種額によって異なるO 保険会社本社が集中的に上納

企業の所得税､中央所属企業 海 洋 石 油 資甑税が中東 に属 する部分を除 く)､家屋税､牽

の上納利潤等 し､勉の資源税が地方に属す 船使用税､印紙税､屠殺税､

る亡証券取引税が中央 97%､ 葉菜特庫税 (煙草)､農地 占有

地方 3%の比率で配分 されるO 税､契約税､遣庫 と贈与税､

輸出還付税が中Jk92,5%､塘 十地増情税､国有十抽有償使

出所 :李薄主編 『中国政府間財政関係図解』2006年 中国財政経済出版社 33ペ-ジ

3)地方財政調整制度の変化

分税制改 隼以来､地 )j財政はきわめて.大きな地域格差を抱 えているO地域格差を拡人 しない

ために適切な再分配が必要であるL,1994年の ｢専攻移転支払 (特定補助金)｣制度､1995年の

｢過渡的移転支払制度 巨-般補助 金 )j汗--般 的移転支払｣と ｢民族優遇政策移転支払｣か らな

る)の導入によって､中国における地方財政調整制度が成立 したO後者は 2002年に ｢財力性財

政移転支払｣解り度に改編 され､内陸地域の地方政府 に対す る財甑分配 を強化す る手段 として拡
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充 されていった5)a2007年 6月 27E3､第十届全国人民代激常務委員会第二十八回会議で財政部

部長が 『国務院関予規範財政移転支払情況の報告』を発教 した02006年､中央から地方-の財

政移転総額は 9143.55億元､1994年より8682.8億元増加 したo1994-2006年には､中央か ら

地方への財政移転総額は地方財政支出総額の割合が 11.4%から30%増加 した｡その うち､中部

地域が ま4.7%か ら47.2%増加 し､西部地域が 12,3%か ら52.5%増加 した6㌔

地 方 財 政 調 整 制 度主な手段は次の 3つである7)Oその現状はほぼ次のとお りであったO

① 財力性移転支払

支払､調整給料移転支払､県卿補償移転支払及び他の財政力性移転支払 となる最)02006年中東

か ら地方-の財力性移転支払は 4731.97億 元､1994年 (99.38億元)の 48倍の増加であるL, 財

政移転総額を占める割合が 21.6%～51.8%の増加である9㌔ 財政力が弱い地域政府に多く配分

され るO

② 専項移転支払

｢専項移転支払｣は中央政府から地方政府-委託 した事務､中央 と地方政府共同の事務､又

は中央政府が指定する特定のプロジェク トのために移転支出であるO 従来の自然災害か らの復

興支援以外に､失業者の基本生活手当の支給､社会保障給付の支給､農民負担の軽減､貧困地

域の義務教育関連支出の補助､少数民族地域の発展を目的としても配分 されるO

中央政府から地方政府-の専項移転支tLH総額は 2006年の 4411.58億 元､1994年 (361.37億

玩)の 12倍である｡社会保障分野では､東北 二省をは じめ､実験地が 8個省地方政府に発展 し

た｡ 中央財政社会保障専項移転支出が 2006年の 1666.82億元､1994年 (754.73億 元)の 2倍

である｡専項移転支出総額を占める割合が 31.4% く2粥2年)-37.8% (芝浦6年)に上昇 した10)0

③ 税収還付

1994年の分税制改革の際､地方政府に対 して 93年の税収水準を確保するとともに､税源配分

による地方税収の減収分の補填するために付加価値税 (増値税)と個別消費税 (消費税)につい

て基準年 (93年)の税収を超える増加分の 30%を中央政府が省政府1-こ還付する拾置である11㌔,

2006年中央財政から地)j政府への税収還付総額は 3930.22億 JtであるL,この部分収入を中火財

政収入として計算すると､2006年の中央財政収入が全国財政収入の 52.8%を占める｡逆に､こ

の部分収入を地方財政収 入として計算すると､2006年の中央財政収入が仝L鞘け敢収入の 42.6%

を占める｡ これでは地方政府間の財政力格差が広がる恐れがあるだろ うo

i,長谷市財政システムの輔区

1994年以降の財政改革は中国全土の地方財政に大きな影響を及ぼ した｡しか し､地域の経済

発展 レベルによって､地方財政の支出､地方税収の構造には､大きな違いがある｡そこで以下､
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長春市財政システムの構図を概観す る｡

長春市は吉林省の省都であるOまた､牢固東北地方の政治 ･経済 ･文化の中心地でもあって､

6市区､3県級市､1県を管轄す るO全市面積 2万 571km2､総人 口数は 75i.2万人に達 し､市

区総人 口数は 358万 130i入 (人 口密度 3鉦 4人/km2)である12㌔長春市の国内生産総値 滝DP)

は 2()74億 元､1人あた りGDPは 2万 7651)了ぐあるL, ll_業経済構造は 自動 車.1二業､農副食品加

工業､光電通信､バイオ医薬､エネルギ-､建築 と材料製造な ど主導産業､重点産業が全市経

済の発展を支える重要な力 となっているO

(1) 長春市の財政支出

一般 に､中国では大都市地域の財政支出において､各経費項 目が十分 に整理 されていないO

その うち長春 市の場合､重要性が高いのは ｢基本建設費 (公共事業の主要部分)メ｢文教 ･科学 ･

衛生費｣｢社会保障関係費 く社会保障補助)｣｢農業関係費｣の 確りであって､これが 確太経費を

構成 している (嚢 6を参照)｡それ らは､ さらに以下の 5点に整理 しうるO

第 1に､狭義の一般会計支出 巨を1央政府 事業負担金や繰越金を除く)に占める上記 4つの経

費の合計構成比は 1998年 42%､200昔年 甜%､2004年 44%､2007年 32%である｡

第 2に､その うち､基本建設費の支出割 合は 1998年 6%､2001年 120/も､2004年 13%､20O7

年 19% となっている｡ この構成比が 1-.号しっづけている原因は､長春市が東北地域の国際的郡

市であるために､都 市部や農村地域のイン7ラ幣惰 ､外資投資環境の改善に重点をおいている

ことにある｡

第 3に､長森市の社会保障補助金は 1998年 4325万 元か ら2001年 4.1億元､2004年 10.6億

元､2007年 33.1億元 と､急激 に増加 した｡長春市は元来大工業都市であるか ら､大中型国有

企業の改革によって整理 された従業員の最低生活保障､退 ･離職者の年金医療保険､そして再

就職支援に対 し多額の財政資金 を必要 としているためである｡

第 4に､長 洋右の教育費の財政 支出に占める割 合は 1998隼 10.6?/も､2002隼 160//6､ 2007

年 17.9()/Liこ増加 した｡農業費に区分 され る農村への義務教育に対す る財政移転を加えると､教

育費の割合 も金額 もいっそ う大きくなる｡

第 5に､農業支援費は農業を振興 し､都市部 と農村部の格差是正を閉る機能 を有す る支出で

あるC長春rr]'の農業支援費は 1998年の 1.067億元か ら2007年の 12.656億元- と 12倍に増加

した｡また全国t桝 こ2006年 Ij]か ら地方税である ｢農業税｣が廃 LLされたが､長秦 rhLでは 2005

年か ら農業税の免除､農業特産税お よび両税相加 を廃漉 したO これにより､農民の負担が ゼ ロ

になった.
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単位 :万元

表 6 長春市の歳出

年 度 地方財政支出 基 本 建設 費 農業関係費 教学貴 社会保障補助

1998 324907 20904 10667 34551 4325
1999 480912 68516 18809 68939 45681

2000 510892 72013 20597 77929 29321

2001 589717 60784 24342 96165 41437
2002 700655 69324 30626 112216 60105
2003 858308 79767 25347 124778 77702
2004 1007695 ー26029 35082 136509 105732

2005 1216573 121718 41318 163540 14756
2006 1466748 ー37723 55908 196283 150766

出所 :吉林省統計局 各年度 『古林統計年鑑』中国統計出版社､より作成｡

(ニ) 長春市の財政収入

大都市の ･般会計の収入項 目は､地方税を中心とするE十主財源 と中火政府補助金などの依存

財汲および前年度繰越金から構成 されているO地方税収は付加価値税 (中国語の増値税に相当

する)､サービス消費税 (営業税に相当する)､企業所得税､個人所得税の 4つの主要税 目であ

るO長春市の歳入の特色は､次の 3点にあると思われるO

第 1に､一般会計の収入増加速度についてであるO 長春市の全収入は 1998年 56.5億元か ら

2001年 97.4億元､2004年 149.8億元､2006年 210.6億元へと約 4倍に増加 しているOつま り､

増加速度がきわめて速い｡

第 2に､そのうち､付加価植税 (増値税)､サー ビス消費税 (営葉税)､企業所得税､個人所

得税が基幹税の地位にあり､4税の合計は地方税収入の 40-60% (2000年 59.90/.)を占める｡

第 3に､付加価値税とサー ビス消費税が地方税収入の 3割前後 (2007年 30.4%)を占めてい

るOそれに対 し､2002年長春市の企業所得税のウェイ トは 2000年 20%を超えていた (7.5億

jL 24.5%)が､それ以後低 卜気味であって､2003年 10.4% (4.8億 元)､2006年 5.0% (3.5

億元)､2007年 11.60/.(10.9億元)になっているOまた､個人所得税は 2001年の 10.8% (3.9

億jt)の水準から2007年 5%台 (4.6億元)-構成比を 卜げているL,
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表 7 長春市地 方財 政 収 入

単位 :蔵元

1998年 1999年 2000年 2001年 2002 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

財政収入合計 56.5 76.0 97.4 110.2 134.8 149_8 184.8 Ilo_6

地方税収入 21.9 27,1 30.4 36.3 37.8 46.0 50_7 61.0 71.6 93.3
(iOO) (100) (loo)W1100) (loo)｣ lOO) (100) (100) (1001 (100)

①付加価値税 2▲5 3.3 3ー9 4.9 5.6 6.0 6.9 7.9 9.1 ll.2
tl.豊% 12.1% 12.9% 13,6≠ 14.7% 13.1% 13十6㌔ 13.0% 12.7% 12.0号

②サ-ビス消費 2十1 3.2 3ー7 4.7 5.6 6.9 9.3 ll.1 13.6 17,1
9◆6㌔ ll.9㌔ 12.0㌔ 12,8ヽ 14.7% 18.2% 19.0㌔ 18.4*

(卦個人所得税 l十5 2.4 2,8 2.1 3.0 3.4 3.6 4.65.0*6.8≠ 8.9ヽ 9.3% 10.8≠ 6.0≠ 4▲5㌔ 5,9% 5.6≠ 5.0%

⑥企業所得税 4.8 T5 8.8 4.4 2.8 3.6 10.9
ー0.6% ー7.6㌔ 24.6% 18.8% ll.5% 10.4% 6.一% 4.6㌔ 5.0% ll.6%

①～④の合計 8ー6 14.ー 18.2 20.7 18十1 20十0 227 25.6 301 44.ー
39.4% 51,8≠ 59.9% 57,1≠ 47十9% 43十6≠ 44.7% 42.0≠ 42.2% 47.3ヽ

出所 :吉林省統 計局 各 年 度 『吉林統 計年鑑』中国統 計 出版 社 より作成

(I,)長春市の社会医療保険財政

ま998年労働社会保障部の設立によって､企業単位の福祉制度から社会保障制度- と改革が急

速に進められたOそれ と関連 して､財政嘉緋に毒める社会保障 関係の部分は大きな伸びを見せ

たし､1998年 の社会保障関係の支出は 595.6億 正で､財政支出の 4.50,/Oを占めていたが､2001年

の同支出は 1987.6億元で､財政支出に責める割合が 9.5%に上昇 した｡そ してさらに､2007

年の該当受注日ま5447.号6億元で､財政支出に占める割合も 10.9%に増加 した明｡政府役割の重

心は従来の経済建 設 か ら科 学 ､教育､文化及び衛生事業などの金光領域に転換 しつつあるO こ

のような財政収支 の変 化 は ､基本的に財政全体の動向と---致 している0

1998年､長春市は社会保障補助金を導入した｡それは 1998年の 4325)j)亡か ら2004年 10.5

億 Jt∴ 2007年 33.1億 正に増加 し､地jj財政支出を占める割 合が 13.3L)/O(1998年)､10.5% (2004

午 )､ 18.3% (2007年)になっている0 1997年まで地方財政が余業-保険 福利費用 を配分 し､

それか ら在職者 と離 ･退職者に福利 費 用 が支給 されていたO離 ･退職者保 険福利費 の場合､地

方政府か ら企業に与える保険福利費 才削 ま ､労働者保険福利費 と離 中退職者保険福利資に分類で

きる｡労働者保険福利費は､貸金以 外 の 福祉 事業に使 う費済 (医療衛生費､生活保障補助金､

福祉事業補助金､福祉施設管理費､生育補助金､宣伝費など)であるOまた､離 ･退職者保険

福利費は離 ･退職者の離 書退職金､退職後生活費､医療衛生費､看護費､生活補助金､交通費

補 助 金 ､葬儀費な どを含んでいる0

1998年 12月､国務院 ｢都市部従業員の基本医療保険制度確立に関す る決定｣が公布 された｡

その後､長春 市および長春市が管轄す る直轄県は国務院の決定に基づいて､2001年 10月 10日､
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IF式に農本医療保障制度を導 入した｡そ して､年 来までに市内の 19箇所 医療機関および 17軒

指定薬局を医療保険サー ビス提供機関と契約 を結んだ｡その結果 ､基 本医療保険に加 入者は 31

万人に達 した｡その中の 3jj9000人が IDカー ド (千 ･ピンク色の保険苦)を持参 して､医療

サー ビスを受けた14)02007年末には 113万 1795人85)の都市部企業労働者が基本 医療保険に加

入 した16㌔ 長春市は基本 医療保険の加入者数 についての数字を公蓑 しているだが､加入率はそ

うなっていないC,とくに企業形態 ごとの加 入率が どうなっているか､そのデー タをまだ得 るこ

とはできないL,2009年 までにすでに 8年の歳月を経てきたが､現時点で制度の実施により効果

を評価す ることは時期F･射I71であろ う｡ とはいえ､すでに実験段階で現れた問題点として､医糠

保険財政の不安定､医療給付の 限 界 ､高齢者の医療費問題な どを指摘することができ､これら

の点を踏まえなが ら､今後の新制度の展開 と実施 されているRiり度の更なる改革をすべての同民

が期待 していると思われ る｡

おわリに

改革開放 とい う市場経済化-の移行に乗 り出.して以降､中国の経済 ･社会 も財政 も大 きく変

貌 した｡ もちろん経済 ･社会の変貌は財政に大きな影響を 与えたが､逆に財政の変化が経済社

会の変化に与える影響 も無視できないo このことは､第 3節 3｢長春市の社会医療保障財政｣

の項の例で明 らかであるO政府財政支出の増加によって､政府主導の社会保障制度の構築が運

んでいるが､まだ多 くの問題が存在 していることに注 目せねばな らない17)O市場経済化 に伴 う

社会保障制度の構築は､新たな市場経済条件の下で国民統合の方法の模索で もある｡ これ らの

問題の解決は､今後の社会保障制度の充Ij:･過程に求めなければならないO地域 ごとに形成 され

ている社会保障制度は､地域の経済情況､ 自然 と文化な どの影響 と制約を受けると同時に､ こ

れ らの要素を特徴 として制度の中に取 り込んでいかざるを得ないであろ う.
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